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レッジ・スキルを適用することで価値が共創される」（Vargo，Maglio & Akaka 2008, 
p.146）とされている。ここでのナレッジ・スキルとは，有形で静的で有限な資源であ
るグッズや機械設備，原材料，貨幣などに対して目に見えず触れることができず，動的
で無限な資源のことをいう。   























































































































































































































 共創概念の起源は，Praharad & Ramaswamy(2000)のコンピタンスに関する議論
に遡ることができる。今村(2015)によると，Praharad & Ramaswamy がコンピタンス
(能力)の源泉として顧客(消費者)を共創という視点から注目したのは 2000 年であり，















































































図表 2-1 製品開発手法の比較 
 





































   
出所:小川（2002）， p.69. 
 
 次に，UD 法と LU の共通点と相違について述べる。上述した UD 法と LU 法の共通
点は，特定のユーザーが積極的にイノベーション活動を行うことを前提とすることで


















である。図表 2-2 は，LU 法と UD 法の相違をまとめたものである。 
 
図表 2-2 LU 法と UD 法 
 
 LU 法 UD 法 
起点 メーカー ユーザー 
調査対象単位 個人ユーザー ユーザー・コミュニティ 
需要顕在化のタイミング 開発後 開発前 
インターネット利用 必ずしも必要ではない 必須 






















2.3 サービス・ドミナント・ロジック(S-D ロジック)における価値共創 
 





クの 1 つである。S-D ロジックの提唱者が Stephen L. Vargo と Robert F. Lusch (以
下，Vargo and Lusch)であり，彼らの議論は膨大であり，多くの論者を巻き込んでい
る。G-D ロジックを中心とした伝統的なマーケティングと S-D ロジックとの対比は，
図表 2-3 で示す。 
















図表 2-3 G-D ロジックと S-D ロジックとの対比 
 
 G-D ロジック S-D ロジック 





価値尺度 交換価値 文脈価値 














G-D ロジックを中心とした伝統的なマーケティングと S-D ロジックとの対比につい














2.3.2 S-D ロジックの基盤をなす 4 つの「公理」 
価値共創は，S-D ロジックの重要な中核概念の 1 つであり，価値の共創が S-D ロジ
ックの核心を成す。S-D ロジックにおける価値共創の概念を理解するためにまず S-D
ロジックの基盤になる 4 つの「公理」について説明する。図表 2-4 は S-D ロジックの
4 つの公理を示すものである。 
  













図表 2-4 で示すように，Vargo and Lusch(2014)と井上監訳(2016)の解釈によってこ































































るいはオペラント‐として定義される。図表 2‐5 は，ナレッジ，潜在的な資源，資源 
性とサービスのつながりを示すものである。 





























出所: 井上監訳(2016), p.145． 
 
(2) オペラント資源とオペラント資源 










































2.3.3 S-D ロジックにおける価値共創議論のまとめ 









れない。最後に，締めくくりとして，S-D ロジックの価値共創の位置づけを G-D ロジ
ックの生産との包含関係において図表 2-6 で示す。 
 





















2.4  サービス・ロジックにおける価値共創 
 
 サービス・ロジック(以下，S ロジック)は，ノルディック学派のアプローチであ














マーケティング領域では，古くから Kotler(1967,1980;2000; Kotler & Armstrong, 
2003; Kotler & Keller,2008; Kotler, Kartajaya & Setiawan,2010)に代表される北米
































図表 2-7 価値創造領域 
 
生産の視点から 












出所: Grönroos(2013)，p.141; 張(2015), p.82. 
 
  Grönroos(2013)によると，S ロジックには 3 つの領域があり，すなわちプロバイダ












































































































































































































 次に，マーケティング領域の S-D ロジックと S ロジックにおける価値共創の概念



























































心に議論されている。S-D ロジックはしばしば G-D ロジック(Goods Dominant Logic)
との対比で議論されている。すなわち，ミクロ経済学由来の従来のマーケティング・マ

















































































































































































ペランド資源とオペラント資源のことを指す。そして，Vargo  &  Lusch(2016)が指
摘したように，オペラント資源が戦略的ベネフィットの基本的源泉であるため，オペ
ランド資源よりもオペラント資源の方が重要である。しかし，資源は存在せず，資源に























































































































































図表 3-1 マーケティング研究と経営学研究における資源統合の違い 
 
学問分野 マーケティング 経営学 
論理基盤 S-D ロジック 資源ベース理論 
資源統合の主体 企業と顧客 企業 



















































長につながる(Srivastava et al.，2001)。そして，Wernerfelt (2014 )はマーケティン






めに意味合いがあると指摘している。また，Kozlenkova et al. (2013 ) は，マーケテ
ィングにおける RBT の応用の増加が，競争優位と企業業績を解釈・予測するためのフ
レームワークとしての RBT の重要性を意味していると指摘している。Kozlenkova et 
al. (2013) は，RBT を用いるマーケティング・ドメインや，他のリサーチ・コンテク
ストと差別化する市場ベースの資源の特徴と利用，分析単位としての「マーケティン




ング視点を加えたため，これまでにない新たな試みである。しかし，Srivastava et al. 
(2001)は企業側の視点から資源統合を議論しており，顧客を企業の資源として捉えて
いる。そして，Wernerfelt (2014 )の研究は，企業が他の企業より何ができるのかに焦



























































































































































企業     顧客 


















































問い① 消費プロセスにおいて，どのように価値共創が行われているのか？－○A  




















研究の対象企業は，元々1965 年に台湾で設立された KEE グループである。KEE グル
ープは元々繊維・電子関連の企業であったが，海外への進出に伴い，歴史上 4 回に亘
り海外移転をしてきた。そのため，当該企業は海外移転に伴い資源移転も繰り返して






















間軸を持って明らかにすることを本研究のもう 1 つの目的，研究目的 2 にする。第 1









4.2 新たに統合された枠組み(フレームワーク 2)と問い 
 
 第 1 節で述べた問題点を克服するには，事例企業の歴史的経緯を明らかにする方法
が適切である。本研究の事例企業は台湾の食品会社である KFS 社である。事例企業で
ある KFS 社の資源がどこからきたのかを明らかにする本研究の新たなフレームワー
クを図表 4‐1 で示す。第 2 章のフレームワーク 1 に合わせて，図表 4－1 の新しいフ
















図表 4-1 フレームワーク 2:企業の海外移転に伴う資源統合モデル 
 
 
                
出所:筆者作成。 
 
フレームワーク 2 で示すように，本研究の事例企業 KFS 社の本社は台湾の KEE グ










 一方，海外移転する際に，資源の移転に伴って資源統合を行うため，図表 4-1 は，第































































































































技股份有限公司(英語名:KEE Fresh & Safe Foodtech Co.，Ltd，以下，KFS グループ
とする)を作った。これは対象企業の第 4 回目の海外移転であった。 
 






図表 5-1 は対象企業の海外移転の歴史的経緯を示すものである。つまり，台湾の KEE
グループから中国子会社(第 2 回海外移転)に海外移転した際に第 1 回の資源統合が行
われたが，また中国子会社から台湾の KFS グループ(第 4 回海外移転)に海外移転した
際に，第 2 回の資源統合が行われた。さらに，KFS グループから顧客との価値共創の
ために第 3 回目の資源統合が行われている。 























図表 5-2 分析対象及び事業企業の範囲 
 
 





























第 6  









KEE グループの 2 回に渡る海外移転を中心に価値共創のための資源統合の出所を明ら































事例企業は台湾のベンチャー企業である KFS グループであり，2011 年設立された。
その親会社は 1965 年に創設された KEE グループである。KFS グループの事業領域は
大きく 2 つに分かれて，1 つは HPP 事業領域，もう 1 つはブランド事業領域であり，
果汁とスズキのエキスを製造している。果汁事業は B2B と B2C の両方をやっている





























に食べることが多い。HPP の技術は KFS グループの中核技術であるが，HPP は新し
い技術というより，旧技術の新しい応用である。HPP 技術は 100 年くらいの歴史を持
ち，日本は HPP の技術を使用した初めての国であった。ただ，日本の物流は発達して
きたため，HPP が必要なくなった。物流が発達していない国では HPP 技術がとても
重要である。HPP 方式の殺菌は，超高圧殺菌であり，その高圧の圧力は世界で一番深
い海溝と同じくらいである。HPP で殺菌した後は，食材の本来の味を保つことができ，





 生産工程: HPP 技術で瞬間冷凍→低温保存 
 
そのため，会社は 2 階建てビルになり，1 階はオフィスと HPP(超高圧殺菌)の殺菌
エリアであり，2 階は果物洗い場と検査室，研究開発室がある。普通の企業では常温で
保存されるが，KFS グループは低温で保存しており，常温のエリアは極限られている。












 事例企業が設立以来，4 度に亘り海外移転をした。1 回目から 3 回目までの海外移転





 本節では，事例企業の 4 度に亘る海外移転の歴史的経緯を詳述する。 
 
 6.2.1 親会社から中国，アメリカとタイへの海外移転に伴う資源移転 


































会社をもう 1 つ併設し，上海でも工場を 1 つ新設した。そして，昆山における 1 つ目









KEE グループは 2011 年に中国で株式上場したが，中国における株式上場の条件と
して台湾の親会社，タイとアメリカの子会社の閉鎖だったため，KEE グループは台湾
親会社とタイ子会社を閉鎖し，アメリカの子会社を株主に売却した。しかし，上場した







































6.3 小括：4 度に亘る資源移転に伴う資源統合 
 
 本研究の事例企業は，台湾にて小さな家族企業として発足し，その後 4 度に亘り大
きな海外移転をした。4 度に亘る海外移転に合わせて，また 4 度の経営資源の海外移




 1 回目から 3 回目までの海外移転に伴う経営資源の移転は，台湾の親会社から「ヒ
ト，モノ，カネ，技術と組織文化等の情報」の経営資源をタイ，中国とアメリカへ移転


















































































































































































い。しかし，展示会でも百貨店でも顧客との接点づくりは主に Line や Message，
Facebook 等の SNS を通じて行われる。 
 
7.3.3 接客担当者と顧客とのコミュニケーション 






























話などである。我々はこのような知識を収集して FB 等の SNS を通じて顧客との交流
に活用する。しかし，我々が限られた知識しか持たないため，FB 等の SNS を通じて
消費者に学会発表やシンポジウムの案内もする。FB や Line を通じて，このようなモ
ノと一緒に食べる(または飲む)と良いなどについて顧客に教える(廖氏インタビュー，
2018 年 5 月)。」 
 
7.3.4 顧客との価値共創と文脈価値の創造 
 上述したように，KFS 社はリアルとネットの両方で顧客と接点を作り，さらに Line























図表 7-1 顧客との価値共創を可能にする企業内の資源統合と提供の仕組み 
 































































 そのため，本研究では，台湾のベンチャー企業である KFS グループを事例に，消費
プロセスにおける企業と顧客との価値共創のための資源統合について分析を行った。





























KFS グループは展示会や百貨店等を通じて顧客と接点を持ち，さらに Line や，



















以下，第 2 節では，本調査の概要について述べる。続く第 3 節では，価値共創を支
81 
 
える企業内資源について分析する。さらに第 4 節では，KEE グループからタイ・アメ
リカへの第 2 回及び第 3 回の資源移転に伴う資源統合について考察し，第 5 節では，



















 1 回目のインタビュー調査は，KFS グループの消費プロセスにおいてその資源統合
について行ったものである。第 1 回の調査で，KFS グループの歴史を知り，KFS グル
ープ 4 回に亘って海外移転してきたことが明らかになった。そこで，KFS グループの
消費プロセスにおける価値共創のための資源が，4 回の海外移転を通じてどのような
プロセスで最終的に顧客との価値共創に提供されてきたのかについてさらに深堀する
必要がある。したがって，第 2 回のインタビュー調査を実施した。第 2 回のインタビ


















本社の 4 回に亘る海外移転に伴う資源統合に遡ることができる。図表 8-1 は，KFS グ
ループが 4 回に亘る海外移転を示すものである。 
 





















図表 8-1 で示すように，1965 年に創設された KEE グループが大きく成長し，第 1
回目の海外進出として 1988 年にタイに進出し，1990 年から生産を始めた。その後，
1992 年に第 2 回目の海外進出として中国に進出し，1995 年に生産を正式的に開始し
た。さらに，1996 年に第 3 回目の海外進出としてアメリカに進出し，株式会社を設立
した。したがって，消費プロセスにおける価値共創を支える企業内資源は最初に創設
された KEE グループに遡ることができる。 
以下，4 回の海外移転に沿って，価値共創を支える企業内資源について考察を行う。
対象企業は，4 回の海外移転に特に力を入れていたのは，第 2 回と第 4 回海外移転で
あったため，第 1 回と第 3 回のタイ・アメリカへの海外移転に伴う資源統合を第 4 項
で考察し，第 2 回の中国大陸への海外移転に伴う資源統合を第 5 項で考察し，第 4 回
の台湾への逆海外移転に伴う資源統合については第 6 項で考察を行う。 
 
8.4 第 1 回及び第 3 回の資源移転に伴う資源統合 
 
8.4.1 第 1 回のタイへの資源移転の経緯 
 図表 7‐1 で示す最初の親会社である KEE グループの主要事業は紡績であり，ネー
ム・プレートが小さな事業分野であった。現 KFS の創業者である廖氏の兄弟の経営に
よって紡績事業で KEE グループが大きく成長し，大企業になったが，何日間にも続く




































2018 年 9 月)。」 
 














役割は研究開発だった(理事長の廖氏インタビュー，2018 年 9 月)。」 
 






















8.5 第 2 回の資源移転に伴う資源統合 
 





















年 9 月)。」 
 
中国大陸の昆山市に中国における第 1 子会社を作ってから，次に同じ昆山市で第 2




















8.6 第 4 回の資源移転に伴う資源統合 
 
KEE グループが中国大陸で上場した直後の 2014 年に，中国子会社を売却した。そ



















タートした。(理事長の廖氏インタビュー，2018 年 5 月)。」 
 






























のか，について KFS グループの前身である KEE グループと中国子会社に遡って，消
費プロセスにおける価値共創のための資源がどこからきたのかについて事例分析を行
った。主に，KEE グループの 4 回の海外移転に伴う資源移転に重点を置いて，海外移
転の際にどのような資源を移転したのかについて分析した。図表 8‐2 は，4 回の海外
移転に亘る資源移転の内容を示すものである。 
 













































さらに，第 3 回の海外移転と殆ど同じ時期だった第 2 回海外移転は中国への移転で
あった。KEE グループにとって最重要な第 2 回の海外移転によって中国で独資の子




最後に，中国大陸で上場した子会社を売却した後，KEE グループが台湾へ第 4 回




上述した KEE グループの 4 回に亘る資源移転を考察すると，消費プロセスにおけ








本章では，KEE グループの 4 回の海外移転に伴う資源移転に重点を置いて，海外
移転の際にどのような資源を移転したのかについて分析した。上述した KEE グルー
プの 4 回に亘る資源移転を考察すると，消費プロセスにおける価値共創のための資源





仮説: 顧客と価値共創を行う企業には，そもそも顧客中心の考え方が備わっている  





















































    図表 8‐3 経営者による言葉の頻出度 
 
会社 15 名詞 
作る 11 動詞 
ある 8 動詞 B 
事業 8 名詞 
食品 8 名詞 
人 8 名詞 C 
顧客 7 名詞 
台湾 7 地名 
日本 7 地名 
売る 7 動詞 
健康 6 形容動詞 
社 6 名詞 C 
提供 6 サ変名詞 
 































































































       図表 8‐4 現場担当者による言葉の頻出度 
 
顧客 15 名詞 B2C 3 未知語 
展示 8 サ変名詞 ある 3 動詞 B 
人 6 名詞 C よい 3 形容詞 B 
LINE 5 未知語 エキス 3 名詞 
開発 5 サ変名詞 飲む 3 動詞 
説明 5 サ変名詞 栄養 3 名詞 
FB 4 未知語 交流 3 サ変名詞 
B2B 3 未知語 試飲 3 サ変名詞 
   返事 3 サ変名詞 
 




















































































こからきたのか，について KFS グループの前身である KEE グループと中国子会社に
遡って，消費プロセスにおける価値共創のための資源がどこからきたのかについて事
例分析を行った。主に，KEE グループの 4 回の海外移転に伴う資源移転に重点を置
いて，海外移転の際にどのような資源を移転したのかについて分析した。 














図表 8-5 事例企業の価値共創型システム 
 
 
          出所:村松（2015）に基づき，筆者作成。 
 


















































































































間軸を持って明らかにすることである。研究目的 2 に基づき，本研究のフレームワーク 2，
すなわち企業の海外移転に伴う資源統合モデルを新たに提示した。また，フレームワーク
2 に基づき，本研究のもう 1 つの問い，すなわち問い④(海外移転の際に資源がどう影響し
ているのか)を新たに提示した。 































































第 2 と第 3 と第 4 の問いについて，KFS グループの消費プロセスにおける価値共











































































i    価値共創の概念については，マーケティング領域においてこれまで長く議論され
てきた重要な概念の 1 つである。初期の経営学のイノベーション分野においても
共創の概念が提示されたが，マーケティング領域における価値共創の概念と大き




ii   価格.com は，1997 年に設立された，日本のインターネット関連サービス事業を
行っているデジタルガレージ傘下の企業であり，主力事業であるパソコンや AV
機器を中心とした電気製品の価格比較ウェブサイトである。 
iii   アットコスメ(@Cosme)は，1999 年 12 月に設立されたコスメ・美容の総合情報
サイトである。クチコミや美容関連のブログ等を中心としたコスメ・美容に関す
るソーシャルサイトである。 
iv   アリババは 1999 年に馬雲によって創立された大手オンライン・マーケット［企
業間電子商取引(B2B)］である。アリババは 240 余りの国家・地域で  5340 万以
上の会員を保有する持ち株会社であり，傘下にある「淘宝網」は中国で広く一般
に使用されており，その買い物の重要な参考になるのが顧客の口コミである。 






vi   オペランド資源とは，英語では operand resources である。 
vii   オペラント資源とは，英語では operant resources である。 
viii  英語の原文は「Resources are not, they become」である。 













理基盤は S-D ロジックと北欧学派によって発展させてきた S ロジック(サービ
ス・ロジック)である。 
xiii  交換価値に対して，文脈価値とは，顧客とサービス供給者との間での相互作用や 
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  協働活動を通じて互いがサービスを供給し，その顧客の消費プロセスの過程で獲
得したベネフィットについて，その顧客自身によって判断される知覚価値のこと
である(田口，2010)。一時期 Vargo らによって使用価値と呼ばれたことがある。 






xv   日本円‐台湾元のレートは、0.2618(2018 年 5 月 19 日)である。 
 
xvii  KH Coder は立命館大学の樋口耕一氏によって開発されたオープンソースのフリ
ーソフトウェアで，テキスト入門から上級までの各種機能がバランスよく実装さ
れている。本研究は KH Coder の最新版(2019 年 10 月 9 日) 
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参考資料 2：KFS 社への質問項目骨子(第 2 回目) 
 
【調査目的】 
① KEE グループ(大企業)から中国子会社(大企業)へ，さらにベンチャー企業 KFS グ  
 ループ(台湾)及びタイ子会社への海外移転に伴い，経営資源(ヒト，モノ，カネ，  
情報)をどのように現地に持っていったのか。足りない資源をどのように調達し  
たのか。  





1. KEE グループが中国子会社を作った時に，どのような経営資源を持っていった  
のか。大企業を成長させるために、経営資源をどのように調達したのか。  
2. KEE グループがタイ・アメリカ子会社を作った時に，それぞれどのような経営資源  
を持っていったか，足りない資源をどのように調達したのか。  
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